
症例報告における患者情報保護に関する指針 

 

 患者の個人情報（プライバシー）の保護は，医療者に課せられた義務である。当然ながら症例報告に際して

は，個人の特定ができないようにする配慮が必要である。症例報告の医学・医療の進歩・発展における重要性に

鑑み，一般杜団法人日本病理学会はここに，症例報告における個人情報の記述に関する指針を公表する。 

以下の各項目に記述された事項は，疾病の提示・理解に必要不可欠である場合を除いて，可能な限り遵守され

るべきである。 

 

1. 患者の氏名，イニシャル，雅号は記述しない。 

2. 患者の人種国籍出身地，現住所，職業歴，既往歴，家族歴，宗教歴，生活習慣・嗜好は，報告対象疾患との

関連性が薄い場合は記述しない。 

3. 日付は，記述せず，第一病日，3年後，10日前といった記述法とする。 

4. 診療科名は省略するか，おおまかな記述法とする（たとえば，第一内科の代わりに内科）。 

5. 既に診断・治療を受けている場合，他院名やその所在地は記述しない。 

6. 顔面写真を提示する際には目を隠す。眼疾患の場合は，眼球部のみの拡大写真とする。 

7. 症例を特定できる生検，剖検，画像情報の中に含まれる番号などは削除する。 

平成 13年 11月 26日 

一般社団法人日本病理学会 

 

投稿に際しての注意事項 

 

I. 論文の二重投稿 ・二重出版・二次出版について 

二重投稿とは、同じ原稿を二つ以上の雑誌に同時に投稿することを指す。二重出版とは、別雑誌に掲載済みの論

文(先行論文)と内容が大幅に重複する論文を出版すること、もしくは投稿することである。二重投稿や二重出版

は著作権侵害や出版倫理の点から避けられるべき行為である。診断病理では International Committee of 

Medical Journal Editors (ICMJE)が提唱する基準に準じてこれらの行為と判断された場合、本誌に採用しない。

また、掲載された論文が二重投稿・二重出版であることが判明した際には、論文取り下げとしてその旨を本誌や

ホームページに掲載する場合がある。責任著者は投稿時のカバーレターで二重投稿・二重出版にあたらないこと

を明記する必要がある。 

 

1. 二重投稿・二重出版の原則 

・互いの論文の言語が異なっても二重投稿・二重出版とみなす。 

・プレスリリースも先行論文とみなされる。プレスリリースは出版（公開）後に行う。 

・プレプリントサーバーへの掲載は先行論文には該当しない。 

・学会発表の抄録は必ずしも先行論文とはみなされない。そのため、途中経過を学会報告した研究について、完

成した報告を論文とすることは二重出版とはみなされない。ただし、抄録とほぼ同一のデータ・図表で構成され

た論文は二重出版とみなされることがある。 

・二重投稿・二重出版に該当する懸念がある場合には、カバーレター等にその旨を明記し、編集事務局に判断を

仰ぐことができる。 

 

2. 二重投稿・二重出版の判断基準 

同一の（または重複した）症例群やデータセットを対象とすることが、必ずしも二重投稿・二重出版に該当する



わけではない。二重投稿・二重出版に該当するかどうかは、「新たな論文によって、先行論文にどの程度の新たな

知見を追加できるか」が主な判断の根拠となる。以下に例を示すが、一律の基準は設定できない。一部でも重複

した内容を扱う場合には、新たな論文の中で先行論文の存在を明記して引用し、重複内容を明らかにする必要が

ある。投稿された論文の学術的な意義は「追加された新たな知見」を基に判定する。 

＜二重投稿・二重出版には必ずしもあたらない例＞（いずれも場合も先行論文を引用し明記することが必要） 

例 1. 先行論文では短期的な経過のみの報告であったが、長期にフォローアップした情報により、先行論文では

知りえなかった新たな知見が中心となっている論文。 

例 2. 先行論文では行われていなかった解析が実施可能となり新たに判明した結果が中心となっている論文。 

例 3. 先行論文と同じデータセットを用いているが、新たな統計解析手法で再解析を行うことで、先行論文では

判明していなかった新たな知見を見出した論文。公開データベースを用い新たな視点で解析して新規の知見を示

した論文も含まれる。 

例 4. 少数の症例を対象とした内容がすでに先行論文として報告されているが、新たに症例を追加し多数例とす

ることで初めて明らかになった内容について報告した論文。複数の先行論文のデータを統合して新たな知見を示

した論文(メタアナリシス等)も含まれる。 

例 5. 先行論文に含まれる一部の対象について、新たに詳細な情報を追加することで、初めて明らかになった知

見を記載した論文。 

＜二重投稿・二重出版に該当しうる例＞ 

例１．同一の症例（または症例群）を対象とした先行論文が報告されており、先行論文と比べて「新たな知見」

が追加されていない論文。著者が相互の論文で異なっていても二重投稿・二重出版に該当する。近年の医学の高

度化により、複数の部門（診療科や研究室）・複数の施設が同一の症例に関与することが多いため、特に注意が必

要である。 

例 2．発表済みの和文論文を英文論文にして投稿・出版した場合。逆の場合も同様。 

 

3. 許容される二次出版について 

ガイドラインなど、できる限り広い対象に届けることが望ましい重要な内容については、二次出版が許容される

場合がある。ただし、著者が両方の雑誌の編集事務局から承諾を取ること、それぞれの雑誌が対象とする読者層

(専門分野や言語など)が異なること、等の条件を満たす必要がある。詳細は ICMJE の基準を参照すること。 

 

II. AI 利用について 

診断病理では国際的な推奨(ICMJE recommendation)に準拠して、論文執筆における AI の使用について以下のよ

うな取り決めを設ける。 

・研究遂行にあたり AI を使用した場合は、方法にその使用について明記し、再現性を確保できるよう努めるこ

と。論文執筆にあたり AIを使用した場合は、謝辞でその使用を明記すること。 

・AI は論文内容の正確性、完全性、独創性に対し責任を持てないため、AI モデルを論文の著者に入れてはなら

ない。 

・AIが生成する内容には誤りや偏った情報が含まれる可能性があるため、その使用には十分に注意すること。AI

を使用した論文であっても、その内容に対し著者が責任を持たなくてはならない。 

・著者は、AIにより生成された内容を含め、論文に剽窃が無いことを確認しなくてはならない。 

 

III. 病理診断コンサルテーション 

診断病理に投稿する症例報告の診断や解釈に際して、専門家にコンサルテーションを行った場合、以下の点に留

意すること。 



・コンサルテーションにより得た意見や情報を含む論文を投稿する際には、コンサルタントの貢献度に応じて、

共著者に入ってもらうか、論文内で謝辞を述べる。依頼者は事前に担当コンサルタントに投稿する旨を報告する

こと。 

・コンサルタントが依頼症例を学術研究資料として使用し論文投稿する場合は、事前にコンサルテーション依頼

者の同意を得たうえで、施設の倫理規定に従って必要な対応を取ること。 

 

IV. 本誌に掲載された論文等の扱い 

l)  論文等の著作権（著作権法 27条 翻訳権，翻案権等、および 28条 二次的著作物の利用に関する原著作者

の権利を含む）は，当学会に帰属する。 

2)  当学会は，当該論文等の全部または一部を，当学会ホームページ，当学会が認めたネットワーク媒体，その

他の媒体において任意の言語で掲載，出版（電子出版を含む）出来るものとする。この場合，必要により当

該論文の抄録等を作成して付すことがある。 

3) 本誌は 2025 年 4 月号よりオープンアクセスジャーナルとし、採択された論文はオンラインジャーナルプラ

ットフォーム J－STAGEに公開される。オープンアクセス化に際し、クリエイティブ コモンズライセンス BY-

NC-ND (表示-非営利-改変禁止 4.0 国際ライセンス)が適用される。 

4) 本誌でオープンアクセスとした掲載論文は、所属機関等の機関リポジトリにセルフアーカイブすることを許

可する。ただし、論文の著作権は日本病理学会が保持し、3)のライセンスの範囲内でのみ利用可能である。 

 

 

「診断病理」編集委員会 

令和 6年 7月 31日策定 

令和 7年 2月 21日一部改訂 


